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（注意）
１　用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。
２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格A列4番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。
　　また、変更前の条文と変更後の条文を対比表とすることが困難な場合には、対比表の形式によらないことも差し支えないこと。

３　この申請書には、社会福祉法施行規則第3条第1項各号に掲げる書類を添付するとともに、当該定款変更の内容に応じ、同条第2項又は第3項に規定する書類を添付すること。
４　記名押印に代えて署名することができる。

定款変更認可申請書添付書類

第１　作成上の留意事項
　１　正本1部、副本1部を作成すること。
　２　原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、理事長の原本証明（奥書証明）をすること。

第２　添付書類
添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、順次繰り上げるものとする。

　１　全般的共通事項

(1) 理事会議事録、評議員会議事録

(2) 現行の定款

(3) 変更後の定款

　
２　事業の追加（設置経営の場合）

(1) 追加事業用財産の財産目録

(2) 当該事業の第１年度事業計画及び収支予算書

(3) 当該事業の第２年度事業計画及び収支予算書

(4) 施設長就任承諾書、施設長予定者履歴書及び施設長の資格を証する書類

(5) 建物建設関係の書類

　ア　予算書又は決算書

　イ　補助金等交付決定又は内定通知書

　ウ　借入金決定通知書

　エ　借入金関係書類

　　(ｱ)　借入金償還計画書

(1) 償還金贈与契約書

（寄附者が地方公共団体の場合は、確約書又は補助予定通知書。）

(24) 寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書

　　　　　　（寄附者が法人の場合は、基本約款、法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）、社員総会等議事録及び決算書。）

(34) 寄附者の所得証明書、納税証明書及び資産証明書

　　　オ　建設資金贈与契約書、寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書

　　　カ　残高証明書

　　　キ　法人本部会計等決算書

　　　ク　工事関係契約書、見積書及び領収書

　　　ケ　不動産売買契約書

　　　コ　不動産登記事項証明書（全部事項証明書）
　　　サ　建築確認書

　　　シ　図面

(6) 法人に帰属しない不動産の使用権限を証する書類（ア～ウのうち該当するもの）
　 ア　地上権設定契約書及び地上権登記誓約書

　 イ　土地賃貸借契約書及び賃借権登記誓約書
　 ウ　建物賃貸借契約書

　 エ　賃借権など権利設定の登記がある場合は、不動産登記事項証明書（全部事項証明書）
　３　事業の追加（受託運営の場合）

　 (1)  当該事業の第１年度事業計画及び収支予算書

(2) 当該事業の第２年度事業計画及び収支予算書

(3) 施設長就任承諾書、施設長予定者履歴書及び施設長の資格を証する書類

(4) 受託事業の概要

(5) 受託契約書

(6) 公の施設の受託運営の場合は、当該施設の設置及び管理委託に関する事項を定めた条例等

(7) 図面
４　事業の廃止

(1)  事業廃止に関する具体的理由書

(2) 事業廃止許認可書（届出受理書）

(3) 廃止事業用財産目録

(4) 財産目録記載財産の使途及び処分方法説明書
５　役員等の定数変更
(1)　共通事項

ア　定数変更理由書（ただし、申請書の理由欄に記入あれば不要。）
(2)　就任予定者がいる場合（定数増）
ア　就任予定者の履歴書

イ　就任予定者の就任内諾書

ウ　身分証明書及び印鑑登録証明書
(3)　任期途中のため辞任を伴う場合は、退任予定者の辞任願（定数減）
６　資産の減少

(1)  資産減少理由書

(2)　減少する財産が不動産の場合は、不動産登記事項証明書（全部事項証明書）

(3)　基本財産処分承認書

